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供給電力の状況
・コロール島及びバベルダオブ島に全人口の約96％が居住、電力需要はコロール島・バベルダオブ
島南部で両島全体の需要の約85％。マラカル発電所及びアイメリーク発電所の両
ディーゼル発電所からの送電線は1回線、事故が発生すると全区間で停電するという脆弱な状況。
（アイメリーク発電所：12MW、マラカル発電所：24.45MW）

・再生可能エネルギーは太陽光が主。風力発電は未導入。
・太陽光発電は、2017年現在系統に接続されているPVは約80カ所。総発電能力は2,356kW、大半は
コロール（Koror）州とアイライ（Airai）州に設置。今後、大型の太陽光発電＋蓄電池導入の計
画あり（オーストラリアODA、ADB）

パラオ共和国の脱炭素政策と電力事情
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セクター別需要構成比
・需要量は全体的に増加傾向の中、特に商業セクターの増加が顕著。
・アフターコロナの観光需要増への対応（供給能力確保）と、持続可能な観光産業
による発展を見据え、再生可能エネルギー導入と省エネの両立が望まれる。

省エネルギー政策
・パラオでは、省エネルギーを電力政策の重要な柱としている。
・ただし、2017年時点では、政府機関および大型商業施設において、体系的な省エネ活動は行っていない。
・今後、政府系建物や商業施設においてビルの省エネ・照明関連の省エネ・家庭で使用する省エネタイプの電気器具の普及
など、公共施設や商業施設、家庭において省エネが行われる計画。

NDC
・2017年の「パラオ・エネルギー・ロードマップ」において国内総発電量の45％を
再生可能エネルギーとする目標をパリ協定下の「国が決定する貢献（NDC）」として
表明。
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事業背景
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・ 再エネ資源が限られ、エネルギーの大部分を海外の化石燃料に依存
・ インフラ、技術、人材の不足に伴う再エネ導入による電力管理が困難
・ 投資の不足とO＆Mエンジニアの不足

ディーゼルに依存した電力構成

・ 2025年に再エネ比率45%達成に向けた自治体の現状把握と取り組み検討
・ 活用可能な再エネ資源の特定と実行

脱炭素化の選択肢の意識化

浦添市との連携による対策推進
・ 第三者所有型PV（PV-TPO）による導入加速
・ 台風影響地域にも適合的な風力発電（可倒式風力）の導入
・ エネルギーマネジメントと系統管理技術の支援

課 題

島嶼地域ならではの強みと課題を踏まえた脱炭素化を実現する計画づくりと技術普及を支援

自治体と事業者の連携による実現
手段の提言

方 針

対 策
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都市間連携事業の体制

4

都市間連携

協力協定
協力

パラオ電力公社（PPUC） アイライ州
浦添市

連携

協力・支援

事業進捗管理/事業化支援

可倒式風力発電 統合制御PV-PTO

アイライ州再生可能エネルギー普及課題への
ソリューション

脱炭素に係る計画策定／アクションプラン／ロードマップ

JICA沖縄
協力・連携

ポテンシャル調査
事業化検討

ポテンシャル調査
事業化検討

協力

連携

技術・サービス導入検討
効果検証

技術・サービス導入検討
効果検証

沖縄電力グループ
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• アイライ州は、コロール州に次いで人口が多く、空港や水源の立地等、中心的な機能を有する。

→ アイライ州を中心としつつ、再エネの供給ポテンシャルは一自治体の領域に収まるものでは

ないため、ポテンシャルを有する複数自治体や中央政府との連携も視野。
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対象地域：アイライ州を軸としたパラオ共和国全体

出典：JICA2017（https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2017_1260190_4_f.pdf）、JICA2019（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072638.pdf）

州別電力需要予測

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072638.pdf
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浦添市の温室効果ガス排出削減目標

浦添市環境基本計画（2020~2026）
第４次浦添市総合計画等との連携のもと、「豊かな自然と文化を育み、次世代へつなぐ環境共生都市・浦添」を
実現するため、推進体制を構築し、市民・市民団体・事業者・市（行政）の具体的な取り組みを掲げる。

浦添市地球温暖化対策実行計画（2017）
削減目標を定め、省エネ化、省エネ行動、エコドライブ、４Rなどに市民、企業、観光客一体となり取り組む。

連携都市：沖縄県浦添市

6

浦添市の概要
- 那覇市に隣接し人口増加が著しく、商業、工業が活発。
県内第4の都市で、人口は約11.6万人。

- 面積19.48㎢の14％以上を米軍基地が占めている。
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浦添市と沖縄電力の取組 PV設備及び蓄電池の無償設置による電力供給サービス（PV-TPO事業）
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地域課題解決や持続可能なまちづくりに向け、浦添市は、沖縄電力と包括連携協定を締結

・浦添市立中学校へ、太陽光発電設備および蓄電池を無償設置し、電気を
供給するサービス（PV-TPO事業）をスタート。

・災害時の拠点機能や地域コミュニティ機能をもつ学校施設において、
災害時でも太陽光パネルや蓄電池から電気を供給できる為、安心・安全
な拠点施設としての機能強化に貢献。
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沖縄電力グループ 離島の小規模電力系統における再エネ導入拡大の取組

沖縄電力グループは、離島における太陽光発電と風力発電の導入の経験を通して主に以下の強みを獲得。
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シードおきなわ合同会社 会社概要
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●沖縄電力グループの強みを活かした海外事業展開を目
的として、グループ5社で共同設立。

●これまで沖縄電力グループで培った再エネおよび系統
安定化装置の運用などの知見と技術で世界の気候変動リス
クに向き合い、アジア大洋州の島嶼地域を中心とした海外
諸国における低炭素社会と持続可能な社会の実現に貢献。
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株式会社ネクステムズ 会社概要、沖縄電力や関連会社との取組
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●太陽光発電システム、蓄電池、エコキュート等の機器販売、および分散型電源や
可制御負荷の遠隔監視・制御の実証に取り組む、浦添市を拠点とする会社。
●再生可能エネルギーを主要電源としつつも電力系統大での需給バランス調整を行
い、需要形成を自在とするエリアアグリゲーションの実証及び確立を目指す。
●第三者所有で太陽光発電及びエコキュートを住宅に設置し、自家消費売電及び温
水熱販売、更に沖縄電力へPV余事用電力売買を行う複合的エネルギーサービスは、
2019年度経済産業大臣賞（先進的ビジネスモデル部門）を受賞。
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【アイライ州政府】
• 都市間連携事業に高い関心。協力関係を構築。
• 州独自のエネルギー政策はなく、方針は国レベル。
• 停電は多く、日中に突然ある。州でも民家にPVが普及しつつある。
• 庁舎・州施設は、再エネや省エネの設備導入等取組は未実施。
• 水道施設への小水力導入等への期待あり。

現地調査
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【MALAKAL POWER STATION】
• 発電容量は、マラカル発電所で15MW、アイメリーク発電所は10MW。トータルのうち、13.66MW
を供給。

• 年間と日中の需要量共に起伏があまりないため、発電量の大幅な調整はなく一定供給。
• 再エネとの系統制御の点でオペレーションの複雑化が見込まれる。

【PPUC】
• パラオの一般家庭での消費電力はおおよそ40~45kWh。世帯数も多いわけではないので、再エネ
比率を高めることができる見通し。

• 再エネ導入等に対応した系統運用のため、National Control Centreとして中央電力制御を導
入予定。

アイライ州庁舎
出典：Google Map
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【可倒式風力設置候補地調査】
・ パラオ国内のポテンシャルサイトを視察し、3地点を可倒式風力設置候補地として検討余地があることを特定。
・ 土地利用可能性については、各州政府や国政府の協力の下、土地所有者特定が必要。
・ 希少種保全等の観点から、環境アセスについても確認が必要であることを確認。
・ そのうえで、利用可能な資金スキーム等を精査、系統強化計画とも歩調を合わせ検討していく方針とした。

R4年度実績
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【太陽光発電ポテンシャル調査】
PV-TPOにおける太陽光設置課題・状況を把握するため、主要ポイントを調査。

調査日 区域
番号 区域名 住宅

トタン
住宅

トタン以外
商業施設
トタン

商業施設
トタン以外

公共施設
トタン

公共施設
トタン以外

1月14日

① （地名不明） 16 4 3 3 1
② （地名不明） 5 4 4
③ （地名不明） 39 2 5 2
④ （集落／地名不明） 34 26 13 6 2
⑤ Airai Bai 2
⑥ 空港～東側 9 5
⑦ Cheldoech Glass Bread 5 2

1月15日
⑧ Imeong～Bkulangriil 39 2 7 1
⑨ Ngetbong 26 2 2

合計 175 36 32 15 3 10

→ 民家へのPV-TPOによる設置は、屋根強度等の観点や小規模分散に伴う事業性の難しさ、
さらにADBのDRCEFF案件等との競合可能性から、施設型へのPV-TPOを模索することを検討。
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先行事例、他の支援事業

案件名 稼働状況 プロジェクト
登録状況

設備容量
(kW)

排出削減効果
（t-CO2/年）

スーパーマーケットへの1MW屋
根置き太陽光発電システムの導
入

稼働中 未登録 1,000.000 871

スーパーマーケットへの0.4MW
屋根置き太陽光発電システムの
導入

稼働中 登録済み 400.000 285

学校への小規模太陽光発電シス
テム導入プロジェクト

稼働中 登録済み
クレジット発行中

155.025 111

商用施設への小規模太陽光発電
システム導入プロジェクトⅡ

稼働中 登録済み
クレジット発行中

445.590 320

島嶼国の商用施設への小規模太
陽光発電システム導入プロジェ
クト

稼働中 登録済み
クレジット発行中

220.500 259

合計 2,221.115 1,846

JICA無償資金協力案件 226.8kW

JCM設備補助事業 2,221 kW

オーストラリア支援案件 15.28MW ADB 防災・クリーンエネルギー融資

1号案件 ADB貧困削減日
本信託基金を活用、パラオ
開発銀行を通じ、900世帯
への太陽光設置低金利融資
を通じて普及促進。可処分
所得の25%を占めるといわ
れる電気代を削減

2号案件 JF-JCMを活用し、
中小企業向けの太陽光パネ
ル導入を低金利融資で提供
予定
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ピークカットによる利用率低下、
停電頻発のおそれ
太陽光偏重によるベースロード電源
としてのDG依存継続
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検討方針

STEP１
再エネ電源導入フェーズ

（発電事業者による取り組み）
 土地の利用状況や自然環境等、サイトに適した
再エネ電源の選択

STEP２
再エネ利用率向上フェーズ①

STEP3
再エネ利用率向上フェーズ②

（発電事業者、送変電事業者による取り組み）
 発電事業者が導入した再エネ電源の利用率を
向上する取組

（需要側による取り組み）
 需要側での分散型再エネの利用拡大を図る
取組

STEP４
賢く使いこなすフェーズ

（発電事業者、送変電事業者、需要家側が連携した取り組み）
 ディーゼル発電、再エネ電源、需要側設備が一体となった
系統の効率的運用

地域の実情に即したパラオモデルにより
再エネ導入目標の達成を目指す

オーストラリア政府開発援助

JCM設備補助事業
ADB DRCEF（JFPR、JF-JCM）

系統強化プロジェクト（JICA）
蓄電池の活用
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